
 『『無無担担保保・・第第三三者者保保証証人人不不要要のの長長期期借借入入をを受受けけたたいい』』 
                        

「証券化支援スキーム」を活用した融資制度 
（CLO融資） 

                                

   

  せさ                                 

                                              

対象となる方  
中小企業者の方（一部を除いてほとんどの業種が対象となります） 
 

支援内容  
金融機関の中小企業者向け貸付債権を多数束ね、証券として投資家に販売する仕組み

（証券化）を通じて、金融機関による中小企業の皆様方に原則無担保・第三者保証人なしの
融資を支援します。本制度は、このような金融機関の取り組みを政府系金融機関が支援するこ
とにより、中小企業・小規模事業者の皆様方の円滑な資金調達を図ることを目的としていま
す。 
 
 
                                 
                                                     
                                    
                                            

 
 

 
 
    
 
 

     
   
 

（注）上記の他に、日本公庫自身が無担保・第三者保証人なしで貸付や社債の引受を行い、証券化を行

う制度（自己型）もあります。 
 

取扱金融機関 
本制度を活用する各金融機関において募集を行っております。  
 

ご利用方法 
募集を行っている金融機関、募集時期、貸付条件（募集案件により異なります）については下

記問い合わせ先に、ご利用に当たって必要となる書類等は取扱金融機関にお問い合せ下さい。  
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証券化の手法を活用することで、中小企業・小規模事業者の皆様の資本市場へのアクセスを促

進し、無担保・第三者保証なしの資金供給を支援します。 

お問い合わせ先 
日本政策金融公庫（巻末お問い合わせ先一覧参照） 

中小企業事業証券化支援室 TEL：03-3270-0568 
URL：https://www.jfc.go.jp/n/company/sme/securitisation.html 

【保証型】 

保証・買取り 

【買取型（キャッシュ型）】 

【買取型（シンセティック型）】 

（※）ＣＤＳ契約とはクレジット・デフォルト・スワップ契約のことで、一種の損害補填契約です。 

（注）政府系金融機関の再編のため、2008年10月1日以降は問い合わせ先が変わります。 
詳しくは中小企業庁ホームページ（http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/index.html）をご覧下さい。 

『『新新事事業業やや企企業業再再建建等等にに取取りり組組むむ方方をを支支援援ししまますす』』  
 

挑戦支援資本強化特例制度（資本性ローン） 
 

 

 

 

支援内容  
 

 国民生活事業 中小企業事業 

貸付対象者 

【主な対象貸付制度】 

①新企業育成貸付（新規開業支援資金等） 

②企業活力強化貸付（海外展開・事業再編

資金、事業承継・集約・活性化支援資金） 

③企業再生貸付（企業再建資金） 

④生鮮食品等小売業近代化貸付 

※ 別途、貸付制度ごとの要件あり 

【対象要件】 

以下のいずれかの要件を満たす必要あり 

⑴地域経済振興に資する事業 

⑵地域社会にとって不可欠な事業 

⑶先進性、新規性又は技術力が高い事業 

【対象貸付制度】 

①新企業育成貸付（新事業育成資金等） 

②企業活力強化貸付（海外展開・事業再編

資金、事業承継・集約・活性化支援資金） 

③企業再生貸付（企業再建資金） 

※ 別途、貸付制度ごとの要件あり 

 

【対象要件】 

以下のいずれかの要件を満たす必要あり 

⑴地域経済振興に資する事業 

⑵地域社会にとって不可欠な事業 

⑶先進性、新規性又は技術力が高い事業 

貸付限度額 

１貸付先あたり４，０００万円 

（ただし、事業承継・集約・活性化支援資

金は別枠で４，０００万円） 

１貸付先あたり３億円 

（ただし、事業承継・集約・活性化支援資

金は別枠で３億円） 

貸付利率 資本性ローン利率(6.50％～0.90％) 劣後ローン利率（7.75％～0.40％） 

貸付期間 ５年１か月以上１５年以内 ５年１か月、７年、１０年、１５年 

 人証保無・保担無 人証保無・保担無 人証保・保担

（注）本特例の資金は、金融検査上自己資本とみなすことができます。 

法的倒産となった場合、本制度の資金は当該貸付先に対する全ての債権（償還順位が同等

以下のものを除く。）に劣後します。 
 

ご利用方法 
申込み時に各機関に必要書類を提出して下さい。 
必要書類については各機関にお問い合わせ下さい。 

 
 
 

創業・新事業や企業再建等に取り組む中小企業・小規模事業者の皆様のうち、地域の企業立

地の維持・促進に資する事業を行う方には、資本性資金等の融資を受けることができます。 

お問い合わせ先 
株式会社日本政策金融公庫（日本公庫） 全国各店舗：http://www.jfc.go.jp/branch/index.html 

・国民生活事業（個人企業・小規模企業向け事業資金） 
・中小企業事業（中小企業向け長期事業資金）  

事業資金相談ダイヤル：0120-154-505 
 
沖縄振興開発金融公庫 電話：098-941-1795 
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